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1 

はじめに 

 

 

県では、「巣立つ前に身に着ける実践版の住教育」の仕組みを

構築するため、2017～18 年度の重点施策として、リビングリ

テラシー向上プログラム推進事業を実施しています。 

 

この事業では、防災や安全、健康等の基礎的な知識を身に着

けることが必要な小・中学生や、親元から独立した後の住生活

において自らの判断が必要となる高校生を対象としてリビングリテラシーを向上させる取組

みを実施し、次世代の住生活やまちづくりを担う子どもたちの判断能力や生きる力を育成す

ることをめざしています。 

 

併せて、住情報提供やワークショップ等の実施により、県民のリビングリテラシーを維持、

向上させる取組みの体系化をめざしていますが、このリーフレットは、その一環として作成

されたものです。 

 

県民一人ひとりが、将来にわたり、より良い住環境で暮らしくためには、より豊かな住生

活を実現しようという県民の意識醸成が重要であり、皆さんに最も身近な住生活の現状を理

解したうえで、課題を把握、問題を提起し、家庭で、地域で、また社会全体で解決していくこ

とが必要です。 

 

このリーフレットが、皆さんの住生活の向上について

考えていただくきっかけになれば幸いです。 

  

リビングリテラシーとは？ 

 

「リビングリテラシー」は、「住まいや住まい方に関する基礎的な知識や判断力」を

表現する言葉として、県が新たに提案するものです。 

「リビング」は、子どもやお年寄りに親しみやすく「住まい」や「住生活」をイメー

ジさせる言葉として、「リテラシー」は、皆が身に着けるべき「基礎的な能力」を指

す言葉として、2 つを組み合わせました。 

この「リビングリテラシー」を身に着けることで、子どもたちの生きる力が育まれる

ものと考えています。 
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§1 安全な住まい 

① 住まいの耐震 

住宅は、私たちの生活の基盤であるとともに、厳しい気候などから生命や財産を守るシェ

ルターとして信頼すべき存在ですが、耐震性能の低い住宅は、大きな地震の際に私たちの生

命や財産を脅かす存在になりかねません。 

あなたの住まいは、地震時にあなたを守ってくれますか？ 

 

本県の住宅の耐震化率は平成 25 

年で約 73％と全国の 82％に比較し

て低くなっており、大規模地震に対し

脆弱な住宅が多数存在しています。 

東日本大震災以降も各地で大規模な

地震は発生しており、住宅の耐震化の

取組みを加速する必要があります。 

県では、耐震化率を 37 年度までに

95%とする目標を掲げています。 

 

住宅の耐震基準を規定する建築基準法は、地震によ

る被害の教訓を受け、逐次、改正されてきました。 

昭和 53 年に発生した宮城県沖地震の後の法改正で

は、「中小規模の地震では損傷を防止し、大地震の場合

は倒壊を防ぎ人命を守る」建物とすることが義務づけ

られ、昭和 56 年 6 月から施行されました。 

法律が改正された昭和 56 年以降の耐震性能を 1.0 として、改正前の耐震性能と比較した

場合、昭和 34～56 年は 0.73 となり、法律が制定された昭和 25 年では 0.31 となります。 

 

地震による人的被害をで

きるだけ発生させないよう

にするためには、建替えや

耐震補強により、地震に弱

い住宅を壊れにくい住宅に

変え、大規模な地震に備え

ることが重要です。 

耐震化した住宅であっても中破程度の被害を受けることはあるかもしれませんが、住宅の

倒壊や崩壊を防ぐことができれば、人命が奪われる可能性を相当小さくすることができます。 

 

出典：青森県木造住宅耐震化マニュアル 

http://pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/kenju/files/20131217_taisinnka_manyaru.pdf 
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② 災害を防ぐ住まい方 

阪神・淡路大震災や新潟県中越地震などでは、多くの方が倒れてきた家具の下敷きになっ

て亡くなったり、大けがをしました。そのなかには、建物に特別な被害がないにもかかわら

ず、家具の転倒や散乱によって、逃げ遅れた方も含まれています。 

これは、家具や電化製品などを多く置くようになった近年の住宅事情によると思われます。 

もしもの時、あなたは住まいから脱出できますか？ 

地震で家具が倒れ、家族が下

敷きになりました。火災（また

は津波）は近くに迫っています。 

家具は重くて一人では動か

せません。 

こんな場面で、あなたは逃げ

出すことができるでしょうか。 

 

大地震が発生したと

きには「家具は必ず倒れ

るもの」と想定して、室

内での被害を防ぎ、安全

な避難経路を確保する

ためにも、家具を固定す

ることが重要です。 

家具が転倒しないよ

う、家具を壁に固定する

ほか、倒れた時に出入り

口をふさがないよう、家

具の向きや配置には工

夫が必要です。 

また、壁を背にした家

具は前方に倒れやすい

ので、就寝位置は、家具

から十分に離れた場所

や、家具が倒れにくい方

向にしましょう。 

 

出典：総務省消防庁 生活密着情報 地震などの災害に備えて 

http://www.fdma.go.jp/html/life/kagu2.html 

出典：首相官邸 災害に対するご家庭での備え ～これだけは準備しておこう！～ 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/bousai/sonae.html 

 （日本建築学会「阪神淡路大震災住宅内部被害調査報告書」より） 

主な家具の被害状況                       内部被害による怪我の原因 
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③ 住まいの防犯 

犯罪のない、誰もが安全に安心して暮らせる社会の実現は、県民すべての願いであり、県

民生活の基盤となるものです。 

「青森県犯罪のない安全・安心まちづくり推進条例」の施行など、安全で安心なまちづく

りのための施策を県が推進してきた結果、刑法犯認知件数は減少しましたが、少子化・高齢

化の進行などによる地域防犯力の低下が懸念されており、県民一人ひとりが自らの安全は自

ら守るという意識を高めつつ、地域全体で助け合い、犯罪を防ぐことが重要になっています。 

あなたの住まいは、空き巣から財産を守ることができますか？ 

 

本県で発生した街頭・侵入犯罪等のうち、空き

巣などの侵入窃盗の割合は、自転車盗、器物破損

に次いで高く、全体の 16％を占めています。 

犯罪を予防するためには、警察の取組みだけ

では限界があり、防犯に配慮した住まいとまち

づくりが必要です。 

県では「犯罪の防止に配慮した住宅の構

造、設備等に関する指針」や「防犯に配慮

した設計ガイドライン」を策定し、防犯に

配慮した生活環境整備を促進しています。 

 

施設や植栽等による死角が犯罪を誘発

する一方、照明や見通しの確保は、犯行の

機会を少なくし、安心感を高める効果があ

ることが知られています。空き巣狙い等の

犯罪に対しては、ソフト面の防犯対策だけ

では限界があるため、防犯に配慮した住ま

いとまちづくりは、犯罪の誘発要因や犯行

の機会を少なくし、ソフト面の防犯対策を補完するものとして位置づけられています。 

 

出典：青森県犯罪のない安全・安心まちづくり推進計画 

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kankyo/seikatsu/files/4keikaku.pdf 

出典：防犯に配慮した住まいとまちづくり 

http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/seibikikaku/files/pamphlet.pdf 

出典：防犯に配慮した設計ガイドライン 

http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/seibikikaku/files/mokuzi.pdf 

住まいにおける防犯上のポイント 


